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1.信用保証協会の紹介

2.信用保証制度のしくみ
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兵庫県信用保証協会は、中小企業者が事業に必要な資金を借り入れる際、その公的な保証人となり、事業
の健全な発展を支援することを目的とした「信用保証協会法」に基づく法人です。

信用保証制度の当事者は、基本的には中小企業者等、金融機関、信用保証協会（以下、「保証協会」という）
の三者です。

①保証付融資申込（信用保証委託申込）　金融機関と取引のある方は、金融機関を経由して保証協会に申込みされる
と便利です。また、保証協会へ直接申込むこともできます。県・市町制度融資は、金融機関のほかに市町の商工担当部
署や商工会議所・商工会を経由して申込むこととなります。
②信用保証依頼　金融機関経由申込みの場合は、金融機関から保証協会に信用保証の依頼があります。
③信用調査・審査　保証協会は、申込みのあった中小企業者の方について信用調査をします。
④信用保証書発行　保証協会が、審査の結果、信用保証を適当と認めたときは、金融機関に保証書を発行します。
⑤融資　金融機関は、保証書に基づき中小企業者の方に融資を行います。このとき、中小企業者の方には所定の保証
料を金融機関を通じて保証協会へお支払いいただきます。
⑥償還　中小企業者の方は、融資を受けたときの条件にしたがって、金融機関に借入金を返済します。
⑦代位弁済請求　中小企業者の方が、何らかの事情で借入金の全額または一部の返済ができなくなったとき、金融機
関からの代位弁済の請求があります。
⑧代位弁済　保証協会は、金融機関からの代位弁済の請求に基づき、中小企業者の方に代わって借入金の残額を金融
機関に代位弁済します。
⑨求償債務返済　中小企業者の方は、保証協会に対して求償債務の返済をしていただきます。



3.信用保証の対象となる事業者等について
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1．所在地 

個人の場合は、兵庫県内に住居、または事業所を有していること、法人の場合は、兵庫県内に本店または事
業所を有していることが必要です。 
　　　

２．中小企業者の範囲 

（１）会社の場合 
「会社」とは、株式会社（特例有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同会社をいいます。
会社の場合は、次の資本の額（出資の総額）または常時使用する従業員数が、次のいずれかに該当していれ
ば保証の対象となります。

（２）個人の場合 
上記（１）表の常時使用する従業員数で確認します。

（３）組合 
当該組合が保証対象業種を営んでいる、または組合の構成員の３分の２以上が中小企業者で保証対象業
種を営んでいる場合は対象となります。ただし、組合でも、有限責任事業組合（LLP）等は、保証の対象とな
りません。 

（４）その他の法人 
医業を営む医療法人（社団、財団）、医業を主たる事業とする社会福祉法人等で、常時使用する従業員数が
３００人以下の場合は対象となります。
なお、出資の総額（資本の額）については制限がありません。 
　

３．業種 

保証対象業種を営んでいる方が対象となります。
現在、商工業のほとんどの業種の方がご利用いただけますが、農業、林業、漁業、金融業等、業種によっては
保証対象とならない場合があります。
なお、業種に関わらず、反社会的勢力は保証の対象となりません。

中小企業信用保険法第２条第１項第１号の２に規定する政令特例業種

製造業、建設業、運送・倉庫業、不動産業等
卸売業
サービス業
小売業

3億円以下
1億円以下

5,000万円以下
5,000万円以下

300人以下
100人以下
100人以下
50人以下

業種 資本の額
（出資の総額）

常時使用する
従業員数

ゴム製品製造業（自動車用または航空機用タイヤ及び
チューブ製造業ならびに工業用ベルト製造業を除く）
ソフトウェア業
情報処理サービス業
旅館業

3億円以下

3億円以下
3億円以下

5,000万円以下

900人以下

300人以下
300人以下
200人以下

政令特例業種 資本の額
（出資の総額）

常時使用する
従業員数



4.許認可等を必要とする業種一覧
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許認可について

創業に関する保証申込にあたっては、許認可等の写、または取得中の場合は受理印のある許認可等申請書
の写を提出していただきます。（必要に応じて許認可等の原本を確認します） 
◎許認可等の名義人は、原則として申込人と一致していることが必要です。 
＜主な許認可業種＞

業種 根拠法

建設業法

食品衛生法
食品衛生法
食品衛生法

道路運送法
道路運送法
貨物自動車運送事業法
貨物自動車運送事業法
旅館業法
古物営業法

薬事法

薬事法

薬事法

薬事法

薬事法

薬事法
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
職業安定法
医療法
宅地建物取引業法
酒税法
酒税法
酒税法
高圧ガス保安法
液化石油ガスの保安の確保及び取引の
適正化に関する法律
労働者派遣事業の適正な運営の確保及び
派遣労働者の保護等に関する法律

食料品製造業
食料品販売業
飲食店、喫茶店
建設業
一般旅客自動車運送事業
特定旅客自動車運送事業
一般貨物自動車運送事業
特定貨物自動車運送事業
旅館業
古物営業

医薬品・医薬部外品・化粧品・
医療機器製造販売業
医薬品・医薬部外品・化粧品・
医療機器製造業
医薬品販売業
高度管理医療機器・特定保守
管理医療機器販売業
高度管理医療機器・特定保守
管理医療機器賃貸業
医療機器修理業
一般廃棄物処理業
産業廃棄物処理業
特別管理産業廃棄物処理業
有料職業紹介事業
病院、診療所、助産所
宅地建物取引業
酒類製造業
酒母・もろみ製造業
酒類販売業
第1種高圧ガス製造業

液化石油ガス販売業

一般労働者派遣事業

家畜商
浄化槽清掃業
興行場
浴場業
測量業
砂利採取業
採石業
建築士事務所
電気工事業
自動車分解整備事業
揮発油販売業
揮発油特定加工業
軽油特定加工業

家畜商法
浄化槽法
興行場法
公衆浴場法
測量法
砂利採取法
採石法
建築士法
電気工事業の業務の適正化に関する法律
道路運送車両法
揮発油等の品質の確保等に関する法律
揮発油等の品質の確保等に関する法律
揮発油等の品質の確保等に関する法律

薬事法薬局

許認可等
許可
許可
許可
許可
許可
許可
許可
許可
許可
許可

許可

許可

許可

許可

許可

許可
許可
許可
許可
許可
許可
免許
免許
免許
免許
許可

登録

許可

免許
許可
許可
許可
登録
登録
登録
登録
登録
認証
登録
登録
登録

許可



5.信用保証料について
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信用保証協会では、保証をご利用いただくお客様から「信用保証料」を頂いております。 
　　　

信用保証料の計算

信用保証料は、貸付金額、保証期間、保証料率、分割係数に基づき、一定の計算式により算出されます。
             

●信用保証料の基本計算式

（1）一括返済の信用保証料の計算式（根保証を含む）
信用保証料=貸付金額×保証料率×保証期間÷12か月

（2）分割返済の信用保証料の計算式
信用保証料=A＋B＋C
●A=貸付金額×保証料率×据置期間÷12か月
●B=据置金額×保証料率×（保証期間－据置期間）÷12か月
●C=（貸付金額－据置金額）×保証料率×（保証期間－据置期間）÷12か月×分割係数

●計算例

貸付金額５００万円、保証期間５年（６０か月）のうち６か月据置
毎月９３，０００円の均等分割返済（５４回）、保証料率年１．００％
①　（据置期間部分）　５００万円×１．００％×６÷１２＝２５，０００円
②　（据置金額部分）　なし
③　（分割返済部分）　５００万円×１．００％×（６０－６）÷１２×０．５５＝１２３，７５０円
 ①＋②＋③＝１４８，７５０円

A ： 据置期間部分の信用保証料
B ： 据置金額部分の信用保証料
C ： 分割返済部分の信用保証料

※返済方法が分割返済の場合は、保証債務残高が減少することを
　考慮して、分割係数を乗じて計算します。

分割係数表  返済回数 均等分割返済 不均等分割返済
 ２回以上６回以下 ０．７０ ０．７７
 ７回以上１２回以下 ０．６５ ０．７２
 １３回以上２４回以下 ０．６０ ０．６６
 ２５回以上 ０．５５ ０．６１

保証期間

据置期間

据置金額

貸
付
金
額

A
C

B



6.創業に関する保証制度のご案内
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再挑戦支援保証

資金使途

自己資金

保証期間

返済方法

保証料率

貸付利率

保証人

担保

保証限度額

制度名

根拠法

創業関連保証

産業活力再生特別措置法

利用対象者

①事業を営んでいない個人で、１か月以内に
　事業を開始する方
②事業を営んでいない個人で、２か月以内に
　会社を設立する方
③事業を営んでいない個人が事業を開始し、
　５年を経過していない方
④事業を営んでいない個人が設立した会社で、
　設立後５年未満の会社

１，０００万円以内（創業関連保証と再挑戦支援保証の合算限度額）

不要

運転資金及び設備資金

１０年以内（据置１年以内）

原則として均等分割返済

創業関連保証（再挑戦支援保証を含む）と創業等関連保証は併用することができます。
この場合の限度額は２，５００万円となります。

不要

１．００％

金融機関所定の貸付利率

原則として法人の代表者を除き不要

資金使途

自己資金

保証期間

返済方法

保証料率

貸付利率

保証人

担保

保証限度額

制度名

根拠法

創業等関連保証

中小企業新事業活動促進法

利用対象者

１，５００万円以内

利用対象者の①、②の場合は、借入金額と同等以上の自己資金が必要

運転資金及び設備資金

１０年以内（据置１年以内）

原則として均等分割返済

創業関連保証（再挑戦支援保証を含む）と創業等関連保証は併用することができます。
この場合の限度額は２，５００万円となります。

不要

１．００％

金融機関所定の貸付利率

法人の代表者を除き不要

①事業を営んでいない個人で、借入金額と同等以上の自己資金を有し、１か月以内に事業を開始する方

②事業を営んでいない個人で、借入金額と同等以上の自己資金を有し、２か月以内に会社を設立する方

③事業を営んでいない個人が事業を開始し、５年を経過していない方

④事業を営んでいない個人が設立した会社で、設立後５年未満の会社

⑤分社化を計画する会社

⑥設立後５年未満の分社化された会社

※ご利用には審査がありますので、ご希望に添えない場合もあります。

（平成２５年４月現在）

（平成２５年４月現在）

経営状況の悪化により過去に営んでいた事業を廃止または会社

を解散（注）してから５年を経過していない以下の方

（注）解散時に業務を執行する役員であった方も含みます。

①事業を営んでいない個人で、１か月以内に事業を開始する方

②事業を営んでいない個人で、２か月以内に会社を設立する方

③事業を営んでいない個人が事業を開始し、５年を経過していない方

④事業を営んでいない個人が設立した会社で、設立後５年未満の会社



7.創業に関する地方公共団体の融資制度のご案内
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【資格経験あり】
３，５００万円 協会 協会

【資格経験なし】
２，５００万円 不要 不要

【分社】
１，０００万円 不要 不要

１，０００万円 不要 協会

協会 協会

協会 協会

協会 協会

不要 不要

協会 協会

協会 協会

協会 協会

（注） ８４か月以内 協会 協会

協会 協会

協会 協会

協会 協会

協会 協会

協会 協会

不要 不要

起業家支援資金融資

創業資金

中小企業振興資金融資

起業家等支援資金

中小企業融資

事業展開融資

中小企業融資

中小企業融資

起業家支援資金融資

起業家支援資金

起業支援資金融資

開業資金

創業支援資金融資

※保証期間のうち、「運」は運転資金の場合、「設」は設備資金の場合
※担保・保証人のうち、「協会」は信用保証協会の定めるところによります。
※主な要件だけを記載しているため、これ以外の要件がある場合もあります。
※ご利用には審査がありますので、ご希望に添えない場合もあります。

（平成２５年４月現在）

１．４０％

１．４０％

１．４０％

１．４０％

１．４０％

１．００％

１．００％

１．４０％

１．４０％

１．６０％

１．６０％

０．８７％

１．５０％

１．３５％

１．４０％

２．００％

１．３０％

１．３０％

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

再開業者

中小企業者

中小企業者

中小企業者

中小企業者

小規模企業者

中小企業者

中小企業者

中小企業者

中小企業者

起業家

新規開業者

中小企業者

中小企業者

新規開業者

開業者

三木市

尼崎市

伊丹市

宝塚市

姫路市

川西市

西宮市

洲本市

養父市

兵庫県

朝来市

神戸市

８４か月以内
（据置１２か月以内）
８４か月以内

（据置１２か月以内）
８４か月以内

（据置１２か月以内）
１２０か月以内

（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）
８４か月以内

（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

６０か月以内
（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

１２０か月以内
（据置１２か月以内）

８４か月以内
（据置２４か月以内）

８４か月以内
（据置１２か月以内）

医療・福祉・情報・通信産業に限る

医療・福祉・情報・通信産業に限る

保証料１／２市負担

必要な資金のうち２０%以上の
自己資金を有すること

満２１歳以上
必要な資金のうち３０％以上の
自己資金を有すること

満２１歳以上
必要な資金のうち５０％以上の
自己資金を有すること

保証料１／４市負担
（注）自己資金の２倍の範囲内

保証料１／２市負担
必要な資金のうち３０％以上の
自己資金を有すること

２０歳以上

必要な資金のうち２０％以上の
自己資金を有すること

必要な資金のうちおおむね３０％
以上の自己資金を有すること

６０か月以内（据置１２か月以内）運
８４か月以内（据置１２か月以内）設

６０か月以内（据置６か月以内）運
８４か月以内（据置１２か月以内）設

２，５００万円

２，５００万円

（１，５００万円）

（１，０００万円）

１，０００万円

１，０００万円

１，０００万円

１，０００万円

１，０００万円

１，０００万円

５００万円

１，０００万円

２，０００万円

３，０００万円

５００万円

自治体名 制度融資名〔資金名〕利用対象者 資金使途 保証限度額 保証期間 貸付利率 担保 保証人 備　　考

再挑戦貸付

開業資金

新規開業資金

起業家支援資金

独立開業資金

起業家支援資金融資

開業資金

起業家支援資金

（創業関連保証）

新事業創出資金

（創業等関連保証）

新規開業貸付



8.創業に関する保証利用手続きの流れ
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ご利用手続きの流れは、一般的に次のとおりとなります。

●創業にかかる保証利用を希望される場合は、金融機関また
は保証協会にお気軽にご相談ください。

事前のご相談

●申込みに必要な所定の書類を借入希望する金融機関へ提
出します。
●金融機関において、融資審査が行われます。

●金融機関の審査の結果、融資することが適正であると認め
られた場合は、金融機関から保証協会に申込書類一式が提
出されます。

●保証協会の担当職員が開業場所（店舗、事務所等）を訪問
し、面談させていただきます。
●主に提出していただいた書類の内容や事業計画について、
お聞きいたします。

融資の申込

信用保証申込受付

信用調査・審査

●審査の結果、保証が決定しますと金融機関に保証書を発行
いたします。

保証決定

●金融機関でご契約の手続きをしていただき、融資が行われ
ます。

ご融資

●融資条件にしたがって、金融機関にご返済ください。ご返済



9.創業に関する保証申込に必要な書類
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保証申込に必要となる主な書類は、以下のとおりとなります。 

金融機関での融資手続きの際や制度融資によっては、別途必要となる書類があります。
また、この他にも審査上必要な書類を提出していただく場合があります。

◎信用保証依頼書（金融機関にて作成いたします）

◎信用保証委託申込書

◎信用保証委託契約書

◎個人情報の取扱いに関する同意書                  保証申込書類一式

◎履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本） 

◎印鑑証明書（最近３か月以内のもの） 

◎「保証協会団信」加入意思確認書

　　　　　　　　　 

◎創業・再挑戦計画書（創業・再挑戦様式１）

◎定款の写（公証人の認証のあるもの）

　または会社設立登記申請書の写（法務局の受付印のあるもの）

　及び株式（出資）払込金保管証明書　※新たに会社を設立する場合

◎許認可等の写または受理印のある許認可等申請書の写

◎設備に関する書類（見積書の写等）　※設備資金の場合

◎事務所・店舗の賃貸（購入）契約書の写

◎自己資金の形成及び借入金を証する書類　※自己資金が必要な場合



10.創業・再挑戦計画書について
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  １．事業概要

  ２．創業準備の着手状況

  ３．運転資金計画

  ４．設備計画

  ５．今回の資金計画による必要資金合計

  ６．資金調達計画

  ７．収支計画

  ８．販売 ・ 仕入先

  ９．借入金等状況

１０．自己資金算定額

１１．その他

１２．廃止もしくは解散に至った経過等（再挑戦支援保証の申込みの方）

１．創業・再挑戦計画書の必要性

創業・再挑戦計画書は、自分の描く創業という夢を実現するための具体的な行動を示す計画書となり、安心
して事業を運営していくための「道しるべ」となるものです。
また、創業・再挑戦計画書は、融資を受けるための説明資料として重要なものとなりますが、自分の事業が
本当に実現可能なのかを確認する意味でも必要なものとなります。
自分の事業内容を分析のうえ、「開業動機」「資金計画」「収支計画」等において、具体的な文字や数字に表
し、確かめてみましょう。

２．創業・再挑戦計画書（協会所定様式）の記入項目

創業・再挑戦計画書の記入方法詳細については、「１１.　創業・再挑戦計画書の記入方法と作成ポイント（１）
～（５）」をご参照ください。



11.創業・再挑戦計画書の記入方法と作成のポイント（１）
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事業形態を個人とするのか会社とするのかについては、事業内容、業種、将来をどう見
込んでいるかなどによって異なってきます。開業手続、税金、信用面等の特徴も参考に
して検討しましょう。

従業員は必要なのか、
どのような人材が必要
なのか、何人雇うのが
適当なのかを検討しま
しょう。

創業後、概ね3～6ヶ月
の間に必要な運転資金
を記入してください。

創業にあたっての主な届出は、以下のものとなります。
◎税務署‥‥‥‥‥‥開業届出書、法人設立届出書
◎県税事務所‥‥‥‥事業開始等申告書
◎公共職業安定所‥‥雇用保険にかかる届出書
◎労働基準監督署‥‥労災保険にかかる届出書
◎年金事務所‥‥‥‥健康保険、厚生年金保険にかかる届出書

事業が軌道に乗るま
で、人件費は重い負担
となります。家族労働、
人材派遣会社、アルバ
イトなどの活用も検討
してみましょう。

事業経営上、許認可等
が必要とされている場
合には、許認可等を保
証申込人名義により原
則として取得している
こと、または許認可等の
取得が確実である見通
しが必要です。

新たに事業を始めるた
めには、多くのやるべき
ことや様々な障害、困
難があります。家族の
理解を得ることや良き
相談者、協力者がいる
ことも大切です。

参考
創業時に必要となる資金として、「運転資金」と「設備資金」があ
ります。
運転資金：仕入資金、買掛金・未払金・支払手形の決済資金、人件

費・諸経費の支払資金等
設備資金：事務所・工場・店舗の建築・改装資金及びその敷地の

取得資金、入店保証金、権利金、敷金、機械設備・厨
房器具・営業用車両の購入資金等

参考



11.創業・再挑戦計画書の記入方法と作成のポイント（2）
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自己・新築 
取得・賃貸 

自己・新築 
取得・賃貸 

創業にあたっては、資金
がいくら必要で、それを
どう調達するかを検討
しなければなりません。
これを資金計画といい
ます。創業に必要なす
べての資金（5.今回の
資金計画による必要資
金合計）と、その調達方
法（6.資金調達計画）に
ついて、まとめてみま
しょう。
※必要資金合計金額と
調達資金合計金額は一
致させてください。

事業が軌道に乗り、資
金繰りが安定するまで
には時間を要します。柔
軟に対応できるように
余裕のある資金計画を
たてることが必要です。

借入については、必ずし
も希望どおりの資金調
達ができるとは限りま
せん。また、開業にお金
をかけすぎると、資金繰
りに苦労することになり
ます。中古設備の購入
やリースの活用等も検
討してみましょう。

業種によっては、店舗や事務所の立地も重要なポイントとなります。ただし、立地条件の
良い場所を選んでも、採算が合わなければ、事業継続が困難になります。出店場所の選
定にあたっては、資金計画、提供する商品・サービス等を考慮して検討しましょう。

設備資金については、
見積書等を添付してく
ださい。

事業に充てるための自
己資金のみを記入して
ください。

資金調達を借入に頼り
すぎると、その返済負
担が大きくなり、資金繰
りに悪影響を及ぼしま
す。自己資金はできる
限り蓄えておきましょ
う。

設備計画について以下の事項を確認してみましょう。

□ 設備投資の目的は明確ですか。

□ 設備投資による効果を予測していますか。

□ 代替的投資案について比較検討しましたか。

□ 収支計画は妥当で、返済に無理はないですか。

□ 設備投資のスケジュールは確認していますか。

参考
◎資金繰りとは？

資金繰りとは、予定される支払いと代金回収のタイミングを見

計らい、資金が不足する場合には借入などによって資金不足を

補いながら企業の支払い業務を円滑に行うことをいいます。

『事業資金が不足しないように予測を立てて管理する』には資

金繰り表を作成するのが有効です。

参考



11.創業・再挑戦計画書の記入方法と作成のポイント（3）
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仕入高（売上原価）とは、卸売業・小売業・サービス業の場
合、売上高に対応する商品等の仕入高のことを指し、製造
業の場合、製品の製造に直接かかった経費を指します。
仕入高（売上原価）は、一般的には「売上高×原価率」で求め
ます。業界平均値などを参考に算出してください。

創業後の収支の見込みを収支計画とい
います。予測にあたっては、甘い見通しと
ならないように「業界動向」「競合状況」
「自社設備能力」などに基づいて検討し
ましょう。

主な売上予測の方法は、
業種により異なります。
最も適した方法を選び、
検討しましょう。
※「売上（月商）の算出方
法」参照

回収方法・支払方法は、
現金なのか、掛売りなの
か、回収サイト・支払サイ
トがどうなっているかな
ど、どのような条件で販
売・仕入をするのか検討
しましょう。

仕入先の選定も重要で
す。前勤務先に出入りし
ていた業者や、そこから
の紹介など、人脈を生か
して探し検討しましょう。
安定して供給してくれる
かどうか、相応の価格で
仕入可能かどうかなどを
考えておく必要がありま
す。

過剰在庫は資金繰りを
圧迫します。計画的な仕
入が大切です。

当期利益=収入ー（仕
入高+経費）で算出しま
す。利益から、借入金の
返済が行われ、また税
金や個人の場合は生活
費などの確保ができる
のか、検討しましょう。

売上目標を達成するた
め、開業前にあらかじめ
販売（見込）先を確保し
ておくことが重要です。
信用のおける企業かど
うか、継続した受注確保
が可能かどうかなども
考えておく必要があり
ます。

売上（月商）の算出方法
◎設備の生産能力がつかめる業種（部品製造業、印刷業、運送業など）
　＜算式＞１台当たりの１日の売上高×設備台数×稼働率×月間稼働日数

◎販売業で客単価が比較的低く、来店客数が多い業種（コンビニなど）
　＜算式＞１㎡（または１坪）当たりの売上高×売場面積

◎販売業で客単価が比較的高く、来店客数が少ない業種（専門店など）
　＜算式＞平均客単価×購買客数×月間営業日数

◎販売業（小売店、飲食業、個人向けサービス業など）
　＜算式＞平均客単価×設備単位数（座席等）×回転数×月間営業日数
　　　　　平均客単価×来客・利用客数×月間営業日数

◎人件費と売上の関係が深い業種（自動車販売業、ビル清掃業など）
　＜算式＞従業者１人当たりの売上高×従業員数

開業にあたって、採算のとれる売上高を把握しておくことが大
切です。
以下の算式により、必要な売上高を算出してみましょう。

参考 参考

売上原価率=
売上原価
売上高

必要売上高=
見積り経費合計+目標利益

売上総利益率（1ー売上原価率）



11.創業・再挑戦計画書の記入方法と作成のポイント（4）
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※自己資金相当額については、信用保証協会で再査定を行います。
※ご記入していただいた金額について、客観的に確認できる書類を添付して下さい。
※ほかに参考となる資料がございましたら、計画書に添えてご提出下さい。

融資条件にある自己資金要件を充たしているかどうかの確認に必要となります。



11.創業・再挑戦計画書の記入方法と作成のポイント（5）
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再挑戦支援保証をご利用の方はご記入下さい。



12.保証申込にあたってのお願い
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13.相談窓口のご案内

◎申込手続は、必ずご本人が行ってください。
　　　　　　　　　
◎「信用保証委託申込書」、「信用保証委託契約書」及び「個人情報の取扱いに関する同意書」は、ご本人が
自署捺印してください。
　　　
◎営業の内容、ご返済のことをよくお考えのうえ、事業上必要な金額だけをお申込みください。

◎保証の諾否及び金額等については、信用保証協会の審査により決定させていただきます。

◎お申込みの際にいただいた書類は、原則としてお返しいたしませんのでご了承ください。

◎信用保証協会は、信用保証を行うにあたって所定の信用保証料以外（例えば手数料、調査料、相談料、用
紙代など）は一切いただきません。 

◎斡旋料、仲介手数料等を要求するいわゆる金融斡旋屋にご注意ください。信用保証協会では金融斡旋屋
等の第三者が介在・介入する保証申込は一切取扱いいたしません。

●信用保証協会の相談窓口
相談・受付窓口 電話番号 担当地区（お客様の主たる営業所所在地）

０７８－３９３－３９０９ 神戸市中央区
０７８－３９３－３９１３ 神戸市東灘区、灘区、北区
０７８－３９３－３９１６ 神戸市兵庫区、長田区、須磨区
０７８－３９３－３９１５ 神戸市垂水区、西区、明石市、三木市
０６－６４１１－４１４６ 尼崎市（北部を除く）

０６－６４１１－４１４７ 尼崎市（北部に限る）、伊丹市、宝塚市、
川西市、三田市、川辺郡

０６－６４１１－４１５６ 西宮市、芦屋市
０７９－２８９－３６１１ 姫路市（区部を除く）

０７９－２８９－３６１２
姫路市（区部に限る）、相生市、赤穂市、
宍粟市、たつの市、神崎郡、揖保郡、
赤穂郡、佐用郡

０７９６－２２－５１７１ 豊岡市、養父市、朝来市、美方郡
０７９９－２２－４４９３ 洲本市、南あわじ市、淡路市

０７９５－２２－６７７５ 西脇市、小野市、加西市、篠山市、
丹波市、加東市、多可郡

０７９－４２４－１１０５ 加古川市、高砂市、加古郡

０７８－３９３－３９２０ 県内全域

加古川支所

本所
経営支援室

但馬支所
淡路支所

西脇支所

神戸事務所

阪神事務所

姫路支所

保証相談一課

創業・経営支援課

保証相談二課
保証相談三課
保証相談四課
保証相談一課

保証相談二課

保証相談三課
保証相談一課

保証相談二課



創業に関する信用保証のご案内17

MEMO



MEMO

創業に関する信用保証のご案内 18



平成２５年４月現在

当協会の詳しい情報につきましては、ホームページをご覧ください。
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